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研究成果の概要（和文）： 
理科教育の応用学習教材として食教育を組み込む可能性を探るため，理科及び家庭科の授業で
扱える調理実験及び食品分析を主とする体験的学習教材の検討を行った。その結果，食品の加
熱調理と低温保蔵をテーマとした体験的学習を行うための基礎データを集積しまとめることが
できた。また，体験的学習の教育効果について知見を得る目的で，高齢者及び小学生を対象と
した実地調査を行ったところ，年齢を問わず理解と学習意欲の向上が見られ，小学生の食教育
では家庭科教育の始まる高学年よりも前からの積極的導入が望ましいと考えられた。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
To investigate the possibility to apply food education to the science subject, we studied 
teaching materials of experience study based on the theory of food science, which can 
be used on both subjects, home economics and science. As a result, we could clarify changes 
of food ingredients in cooking and cold storage and arrange the data for teaching materials. 
Besides, we researched on the way of food education for elderly people and elementary 
school children for the purpose of gaining useful knowledge about effectiveness of 
experience study. It was suggested that experience study could be associated with deep 
understanding and motivation for learning, consequently it was recommended to try 
experience study including cooking and cooking experiments from the third and forth grade 
before starting home economics on food education in elementary school. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2008 年度 1,300,000 390,000 1,690,000 
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2010 年度 900,000 270,000 1,170,000 

総 計 3,300,000 990,000 4,290,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：生活科学・食生活学 
キーワード：食教育，食品化学，体験的学習 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年の子どもの食生活の変化とそれに伴
う健康問題（生活習慣病の低年齢化，肥満と

痩せの増加など）から，他の先進諸国と同様
に日本でも今後医療費増大による財政逼迫
が予想され，学校教育での食教育の必要性が



言われるようになった。そして食生活が家庭
から外に出つつある現在の動向を鑑み，今後
必要性が高くなると考えられる加工食品の
表示理解や健康を考慮した食物選択等の教
育も視野に入れ，平成 17 年の食育基本法の
制定とともに，学校教育における食教育への
取り組みが本格的にはじめられている。この
法により，食教育が学校教育全体の基礎にな
る重要な教育として確かな位置づけがなさ
れた形だが，現実には長く培われてきた知
育・徳育・体育を基礎にした教科教育の中に
新たに食教育が独立した教科として入る時
間的余裕はなく，食教育は生活科や家庭科，
給食の時間などを使って教員の裁量に任せ
適宜対応するに留まっている。各自治体で独
自の食教育に関するサイドリーダー的なも
のも作られているが，教育の道しるべとなる
教科書の類はなく，食教育の取り組みにおい
ては，扱われる内容の偏りなど改善が必要と
考えられる。すなわち，栄養に関する知識教
育においては，平均して取り組みが盛んにな
ってきているが，食文化や食の時事問題（食
の安全，食と環境問題の関係，etc.）など，
これまで家庭での食生活における刷り込み
学習に任されてきた内容については，適切な
教育手段が定まっておらず取り組みが遅れ
ている。 

現在の食教育の置かれている状況は，食教
育の必要性は十分わかっているが，学校教育
の中に独立した教科として食教育を設置す
ることは難しく，これまで食教育の主体とな
ってきた家庭に対し，どこまでを学校側がサ
ポートするのが適切であるか詳細な分析検
討はなされておらず，学校教育が担うべき範
囲が曖昧であり，栄養教育以外の食教育内容
の扱いが立ち遅れていると概観される。食教
育をブームとして終わらせず，永続的に確固
たる学校教育として進めていくためには，他
の教科と同様に食教育として目指す教育の
到達点を明確にし，ポイントとなる教育単元
とそれらを関連づけた教育の全体像を提示
する必要があると思われる。また，独立した
教科として時間の確保が今後とも困難であ
るのであれば，それぞれの教育内容を現在あ
る相当する教科の教育に組み込ませる構想
を打ち出す必要があると考えられる。 

本研究は，これらの背景を踏まえ，今後の
学校教育における実現可能かつ効果的な食
教育の取り入れ方法について，体験的学習を
中心に検討を試みるものである。 
 
２．研究の目的 
 H17 年に食育基本法がスタートしてから，
小中学校の義務教育において食の教育の必
要性が言われてきたが，その実，知育・徳育・
体育に並ぶ教育としての措置はとられてい
ない。統一的な学習目標もなく，各教員に一

任された形で教育が進められている。国語や
算数，体育と同列に独立した教科として食育
の時間を設けることは現実的にかなり難し
い。しかし，生活の大部分を占める食の教育
範囲は広く，健康は保健体育に，調理や食品
加工保存技術は理科に，生産流通は社会に密
接に関わるものであり，食生活はこれら既存
教科における知識の応用の場と捉えられる。
多くの知識が与えられる恵まれた教育環境
にあっても，得られた知識は机上で終わり，
本来の学習目的である知識を生活に活かす
ことができないといった教育問題が依然と
してある。食生活が理科や社会といった教科
教育の応用として位置するものであるとい
う視点に立てば，理科で pH を学習したので
あれば，食品の保蔵でどのように活用されて
いるか体験的に学べる調理実験をし，社会で
輸入問題を学習したときには食の自給率低
下が及ぼす地域の農業や家計への影響を予
測させるなど，食教育を各教科で扱うことは
可能であり，現実感があるため子どもたちの
応用力を養う点で利も大きい。自然の中での
実体験が少なくなっている現在の子どもた
ちには，目に見える形で応用例を模擬体験さ
せる教育までも学校で行う必要が出てきて
いる。実験・実習等を中心とした体験的学習
の導入が今後はさらに必要になると予想さ
れ，食教育の内容はその部分で利用価値が高
い。また，これまで家庭科に留まっていた食
教育が各教科とつながりを持つことで，教科
による縦割り教育の問題に風穴を開けるこ
とも期待できる。 
食教育を各教科教育の応用教育として導

入するには，まずはその取り入れ方法の検討
とその効果の証明が必要である。本研究では，
食が関連する理科的分野における授業の開
発を試み，家庭科と理科の両方の教科で利用
可能な実験・実習を主とした教育方法につい
て検討し，現場の体験的学習教育の推進に資
すること，さらに体験的学習の教育効果につ
いて知見を得ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は，各教科の境界領域に位置する食
教育を題材に，現在ある教科教育の応用学習
として食教育を組み込む可能性を探り，その
教育導入効果を明らかにしようとするもの
である。また，食教育の中でも本研究で対象
とするのは，自身の専門性を活かして食と環
境に関連する理科的分野とし，理科の知識を
運用できる体験的学習（調理実験及び実習）
を練り，家庭科と理科の教科乗り入れ学習効
果を評価し，教育方法として推進を図ろうと
するものである。ゆえに方法は，食をテーマ
とした応用学習の内容について学習効果を
高めるための情報を収集する文献調査，体験
的学習の教育効果について知見を得るため



の様々な年齢層を対象とした実地のアンケ
ート調査と検証テスト，さらにそれらの情報
に基づき学習効果の期待できる体験学習教
材を作成するための化学的実験（調理実験，
食品分析実験など）の 3つの手法を用いて進
められた。アンケート調査と教育に関する試
行実験は，県下の病院付属のデイケアセンタ
ーおよび一般公立小学校の協力を得て，統計
処理に十分な人数を対象として行った。これ
ら実地調査や食物実験における条件の詳細
については，各発表論文に示した通りである。
（5.主な発表論文・雑誌論文①～③） 
 
 
４．研究成果 

各教科の境界領域に位置する食教育を題
材に，現在ある教科教育の応用学習として食
教育を組み込む可能性を探り，その教育導入
効果を明らかにすることを目的とした研究
を行った。具体的研究内容としては，理科の
基礎知識の応用として，調理操作や食品加工
をテーマに，理科教育でも家庭科教育でも利
用可能な学習効果の高い実験的教育の開発
をし，これらの教育が各教科による基礎知識
の必要性の理解と，教科を越えて知識を運用
する力の向上に寄与できるかを検証するこ
とを試みた。また，このような食物実験及び
実習を主とする体験的学習については，考案
し実行することにおいて教育する側に大き
な負担があり，それだけの教育効果が期待で
きるものでなければ実行性に欠ける。そのた
め，体験的学習の教育効果について知見を得
る目的で実践的検討を行った。研究成果につ
いて年度ごとに以下示す。 

 
H20 年度の研究成果は以下に挙げる 3 つで

あり，体験的学習の教育における重要性がよ
り明らかになり，加熱調理をテーマとした理
科実験教育に適用可能な基礎データを得る
ことができた。 
(1) 中学校向けの教材として，蒸し調理，電

子レンジ調理，過熱水蒸気調理を用いて，
加熱調理の科学が理解できる教材の開
発を検討した。家電メーカーにより謳わ
れているような過熱水蒸気調理に関す
る食材変化は必ずしも得られず，実験教
材としてはあまり適さないことが確認
された。 

(2) 学校で行われるような知識教育が難し
いとされる高齢者を対象に，調理実験的
な手作業を加えた食教育による学習効
果を実験的に検証した。その結果，学習
に対するモチベーションが上がること
が確認され，体験的学習の重要性を裏付
ける結果が得られ，論文としてまとめた。
（5.主な発表論文・雑誌論文③） 

(3) 食教育の重点項目である食文化の教育

に着目し，学校教育への導入実例等を中
心に大豆及び大豆加工品の実験教材可
能性を文献調査により探り，教育実例を
整理した。 

 
H21年度は，H20年度の研究結果を踏まえ，

食文化教育教材のために収集した資料を活
かしたものとして，食農教育も視野に入れた
教材化実験の検討と，集められた資料を体系
的にまとめ新聞を通して社会へ還元するこ
とを行った。一方，H20 年度は加熱調理に注
目した実験教材データの集積を行ったが，
H21 年度はその対極にある冷蔵保存に着目し，
教材化への検討を行い，教材化への可能性を
見出すことができた。さらに，調理実験及び
実習などの体験的学習では発達段階に適応
した内容であることが特に重要であり，現在
の小学生の調理技能について実際の小学生
を対象とした実験を行い知見を得ることが
できた。主な成果の詳細は以下の(1)～(4)で
ある。 
(1) H20 年度の研究結果から，食教育教材と

して大豆を用いた栽培～加工までの一貫
教育の教育的有効性が考えられたため，
H21 年度は大豆の教材価値を見極めるた
め，実際に大学農場にて栽培実験を試み
た。早生～名残までの大豆４品種を試験
したが，小中学校の学期制への適応が難
しいこと，近年の温暖化をはじめとする
天候変動から教材としての適性にやや欠
けることなどが推察され，大豆は栽培か
らの教材としてではなく，食品加工の学
習教材として主に教材化を図ったほうが
よいことが推察された。 

(2) 食文化教育教材の検討のために前年度ま
でに文献調査していた結果について，一
般向けの食文化教育として短編話(51話)
にまとめ，新聞を通して社会に還元した。
（5.主な発表論文・その他①） 

(3) 身近な食生活を題材とした理科の応用実
験教材として，リンゴジュースを用いた
冷蔵保蔵における酸化(劣化)度測定実験
の可能性を探った。その結果，市販品と
家庭での手絞りの違いに焦点を当て，栄
養面(抗酸化物質(ビタミンＣ)の変動)，
おいしさなどを追及する教材としての可
能性が考えられた。 

(4) 近年，子どもらの手先が不器用になった
と言われており，現行の調理実習が技術
的に現在の子どもらの発達段階に適応し
ていない可能性が考えられた。そこで小
学生(1～6年生)を対象に，現在の子ども
らの包丁技能レベルを確認し，包丁を用
いた体験的学習の教育効果について検証
した。その結果，小学校高学年の家庭科
の授業を待たずに，小学校低学年のうち
から包丁技能習得学習を含む体験的学習



は可能であり，技能教育の早期導入は恐
怖心よりも食の学習に対する意欲向上に
つながり教育的に有効であると推察され
た。 

 
研究期間最終年度にあたる H22 年度は，前

2 年間の研究結果を総括するとともに，本研
究テーマの今後の展望を見極めることを主
眼に，さらに文献調査と化学的検証実験を中
心に研究をすすめた。主な成果は，以下の 2
点である。 
(1) H20・H21 年度の研究結果を踏まえ，今年

度は更なる文献調査を行い，食教育は家
庭科教育の中だけで行うことは時間的に
難しいため生活科などの利用も視野に入
れ，子どもの発達に即した適切な内容を
選び調理技能も含めた食教育を小学校中
学年から積極的に取り入れることが望ま
しいこと，小中学校の家庭科教育におけ
る食教育内容の重複を無くし，現在の食
生活に適応した知識と技能に向けて教育
内容の精査が必要であることなどを明ら
かにし，大学紀要論文としてまとめた。
（5.主な発表論文・雑誌論文②） 

(2) 食文化教育に関する前年度までの研究成
果（戦後の家庭科教育に関する文献調査，
大学生を対象としたアンケート調査な
ど）から，食品の保蔵に関しての若年層
における知識の欠落が問題視された。冷
蔵庫や加工食品の発達に伴い，食品の劣
化を防ぎ自身及び家族の健康を守る必要
性が少なくなってきていることや，食の
外部化が進み，発酵食品をはじめとする
自然環境を利用した様々な食品の保蔵調
理手段を家庭で見て学ぶ機会が少なくな
っていることに起因するものと考えられ
た。これらを踏まえ，食文化教育も含め，
市販リンゴジュースと手搾りリンゴジュ
ースの違いに着目した食品の保蔵を学ぶ
化学的視点に立った教材の検討を行い，
大学紀要論文としてまとめ，食品保蔵を
テーマとした理科教育の応用学習教材の
可能性を示すことができた。（5.主な発表
論文・雑誌論文①） 

 
研究成果を総括すると，主たる研究成果は，

①体験的学習が年齢を問わず学習効果の高
い教育手段であることを高齢者を対象とし
た実地調査から明らかにしたこと，②小学生
を対象とした実地調査により現在の子ども
の包丁技能レベルを確認し体験的学習の教
育効果について評価したこと，③加熱調理と
冷蔵保蔵という対極に位置する調理加工操
作において体験的学習教材として必要な実
験データの集積をしそれらをまとめたこと，
以上 3つにまとめられる。これらの結果によ
り，当初の研究目的であった，体験的学習を

積極的に導入することの教育的価値につい
ての確認と，理科と家庭科の両方に活用可能
な体験的学習教材に役立つ資料の提供が達
成できたと考えられる。特に②については，
現在の小学校家庭科教育における実技教育
に大きく影響するものであり，今後小学生の
手先の運用能力に関して，より規模を大きく
した実地調査を早急にすすめる必要がある
と考えられ，今後は本研究テーマの 1つの研
究方向として発展させていく予定である。 
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年 12 月． 
（食文化研究成果の社会的還元として，和菓
子及び調理道具を主とする食生活の歴史に
関するコラム連載） 
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